













まず、 「そもそも論」になるが、 r ~政治・経済』や『現代社会』があるのに、なぜ『主権
者教育』なのか?J 資料1 あなたは，今の自国の政治にどのくらい関心がありますか。
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府の調査によると(資料4) 、 「私個人の力では政府の決定に影響を与えられない」と、 「有
用感を持てない」と答えた日本の若者は 61.2%であった。この数字は、大統領を事実上選出で
??? ?
きるアメリカの 48.8%とは大きな差があるにせよ、 ドイツの 62.0%、イギリスの 61.7%やフ
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の資料から、選挙に関する知識・理解を定着させたり、関心を持たせさせたりするためには、
「何を学ぶか」も重要だ、が、 「どのように学ぶかJも重要だという (Dale， Edgar(1946) fThe 
“Cone of Experience" 経験の円錐)J ) 
ことが導き出されるだろう。今回の補助教材で示されている授業が、ほぼすべてアクティブ・
ラーンニング 11)を取り入れている理由はここにある O ただし、アクティブ・ラーニングを.
(%) 
新聞記事をディベートや棋蝿註藁「豆i1t議事訴藤下議会傍聴高校生親会政党関係者
使った授業 話し合いを 体験など や投票啓発 に行く 聞イ窪 からの政治
干すう 行事に参加 の話
全体 35.1 33.9 31.9 20.5 24.0 21.6 19.2 
15歳 36.7 29.2 34.5 20.4 27.4 22‘1 .23.5 
16歳 30.1 25.0 28.9 22.2 24.2 20.2 
220.5 0 
17歳 35.1 33.8 26.2 19.0 26.2 20.0 
18歳 37.3 39.2 33.4 19.0 28.0 21.7 23.2 
19歳 42.1 38‘2 33.9 18.9 20.4 23.9 20.4 
20歳 33.3 35.1 35.8 19.1 20.8 20.5 19.4 
21歳 33.3 36.6 31.2 20.4 24.0 17.6 16.8 
22歳 35.1 35.1 31.6 21.4 20.8 21.7 15.3 
23歳 35.5 34.1 34.8 24.1 24.7 '26.4 19“4 

























た場合、 [その立場(授業)は中立ではない」と非難されることになる o このように本来、普
遍的とはいえない「中立Jの名の下に様々な問題が各地でおきてきた ω。そこで筆者は、授業

































































1) r活用のための指導資料(以下、 「指導資料J) J 6頁には、主権者教育の同意点として「現実の具
体的政治事象伝取り扱うこ ~J があげられている。












4)筆者は、 1983年4月から 2015年3月まで千葉県の公立高等学校教員、 20日年4月から現職に移動し
たので、双方のアンケートがある。
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6) r補助教材J66~68 頁安参照。筆者は、この「政策比較J をさらに使いやすくした「ワークシート」
~18 歳選挙権に向けて~J を清水書院の協力で作成した。詳しくは、清水書院に連絡を取っていただき
たい。
7) r2012年 11月 24日 日本経済新聞 プラスワン」には、 r1票の価値は 100万円以上?J との記事
がある。また、 r2014年 11月 26日 日本経済新聞」には、 「低投票率の 20~49 歳の若年世代が 1%
投票を棄権すると、 l人あたり年間約 13万 5000円の損となる」との記事がある。これらをもとに教材
化を考案中である。
8) r補助教材J72~77 頁参照。











・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法である。 J (文科省HPより)ただし、 50分、すべ
て動かす必要lまないと左に注意が必要である。






























































No. 26 12~13 頁)
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22日) ・第 10回例会 (2015年 12月23日)、 (政治教育〉体験セミナー (2016年 2月 28日)、全国
公民科・社会科教育研究会「授業研究委員会J研究集会 (2016年 3月 20日))。また、各都道府県選
挙管理委員会によるセミナー(長野県選挙管理委員会 (2015年 7月 28日)など)や各都道府県教育委
員会による現場教員に対するセミナー(沖縄県教育委員会 (2016 年 2 月 17 日 ~18 日)など)も実施さ
れている。今後は、本文に示したように「主権者教育」の研究(公開)授業が望まれる。
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